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９月補正予算の概要

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

　

高
島
市
で
は
、
決
算
に
併
せ
て
、
市

の
財
政
状
況
を
違
っ
た
視
点
か
ら
と
ら

え
る
た
め
、
企
業
が
取
り
入
れ
て
い
る

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
（
貸
借
対
照
表
）
を

作
成
し
て
い
ま
す
。

　

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
で
は
、
市
が
持
っ

て
い
る
土
地
や
預
金
の
資
産
が
ど
の
く

ら
い
あ
る
の
か
、
将
来
負
担
す
べ
き
借

金
（
負
債
）
は
い
く
ら
な
の
か
と
い
っ

た
こ
と
を
一
覧
表
で
示
し
、
企
業
経
営

の
観
点
か
ら
地
方
自
治
体
の
財
政
状
況

を
把
握
し
ま
す
。

　

平
成
21
年
度
の
高
島
市
普
通
会
計
バ

ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、資
産
の
総
額
が
１
，

３
３
７
億
円
と
な
り
、
負
債
の
総
額
が

３
７
４
億
円
、
資
産
と
負
債
の
差
で
あ

る
正
味
資
産
は
９
６
３
億
円
と
な
り
ま

し
た
。

　

こ
れ
を
、
市
民
一
人
当
た
り
で
平
均

す
る
と
、
資
産
が
２
４
７
万
円
、
負
債

が
69
万
円
、
正
味
資
産
が
１
７
８
万
円

と
な
り
ま
す
。

　資産総額に占める負債の割合は27．９％
で、資産の約３割を負債でまかなっているこ
とがわかります。
　借金を着実に返済していることが改善に繋
がり、前年度に比べ０．９ポイント減少しま
した。

資産に占める負債と正味資産の比率

　資産総額に占める市債残高の割合は23．
６％で、道路や学校などの資産形成の約２割
を市債に依存していることがわかります。
　公共施設の整備のために借り入れる市債に
ついては、施設を使う次の世代の市民にも負
担していただくことで公平性を保っていま
す。しかし、将来世代への負担となることか
ら、借入には十分に注意する必要があります。

資産形成に伴う市債への依存度

　流動資産はすぐに換金可能な資産のこと
で、流動負債とは一年以内に返済しなければ
ならない負債のことです。流動負債に対して
は流動資産による裏付けがあることが好まし
いため、その裏付けにどの程度の余裕あるい
は不足があるのかを見ることができます。本
年度は１億３千万円の不足となっています。

流動資産と流動負債の関係

バランスシートからわかること

平成21年度 平成20年度 増　減
市民一人当たりの資産 247万円 249万円 △2万円
市民一人当たりの負債 69万円 72万円 △3万円
市民一人当たりの正味財産 178万円 177万円 1万円

職
員
の
定
員
・

　
　
　

給
与
の
状
況

　

平
成
17
年
１
月
の
合
併
当
初
と
比
べ

１
０
０
人
を
超
え
る
職
員
の
削
減
を
行

い
、
事
務
事
業
の
見
直
し
や
施
設
見
直

し
に
よ
っ
て
管
理
体
制
の
ス
リ
ム
化
を

は
か
り
、
ま
た
、
重
点
的
に
取
り
組
む

政
策
分
野
に
つ
い
て
は
人
員
の
集
中
配

置
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
限
ら
れ
た

ス
タ
ッ
フ
の
能
力
が
十
分
に
発
揮
で
き

る
職
員
配
置
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
22
年
４
月
現
在
で
、
平
成
17
年

度
か
ら
平
成
21
年
度
の
５
年
間
の
人
員

純
減
目
標
で
あ
っ
た
１
１
０
人
を
上
回

る
、
純
減
１
２
４
人
（
目
標
の
１
１
３

％
）
を
達
成
し
て
い
ま
す
。

　

今
後
も
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、

引
き
続
き
職
員
数
の
削
減
に
取
り
組
む

と
と
も
に
、
職
員
一
人
ひ
と
り
が
市
民

の
皆
さ
ん
の
気
持
ち
や
ニ
ー
ズ
を
十
分

に
汲
み
取
り
、
適
切
か
つ
迅
速
に
対
応

で
き
る
集
団
と
な
れ
る
よ
う
努
め
ま

す
。

　

平
成
22
年
４
月
１
日
現
在
で
み
る

と
、
高
島
市
一
般
行
政
職
の
給
与
額

の
水
準
は
国
を
１
０
０
と
し
た
場
合
、

93
．
５
と
な
っ
て
い
ま
す
。

職
員
数
純
減
目
標
を

　

達
成

給
与
水
準

区　分 補　正　額
市　税 1億 1,650万円

地方特例交付金 943万円
地方交付税 7億 4,597万円
国庫支出金 2,163万円
県支出金 3,863万円
財産収入 2,962万円
繰越金 4億 5,237万円
市　債 ▲5億4,278万円
その他 563万円
合　計 8億7,700万円

一般会計歳入予算の主な内訳一般会計歳入予算の主な内訳

区　分 今回補正額

一般会計 ８億7,700万円
特別会計 7,626万円
事業会計 7,917万円
予算総計 10億3,243万円

歳入歳出補正予算歳入歳出補正予算

９月補正予算の概要
　平成22年度９月補正予算が９月議会で可決され、決定しました。　平成22年度９月補正予算が９月議会で可決され、決定しました。
　今回の補正予算は、今年度の事業を進めるにあたり、新たに必要となっ　今回の補正予算は、今年度の事業を進めるにあたり、新たに必要となっ
た経費を追加計上しています。概要と主な内容は次のとおりです。た経費を追加計上しています。概要と主な内容は次のとおりです。

平成22年度

子育て支援環境緊急整備事業

児童扶養手当等支給事業
１，４４３万円

４０３万円

農業施設災害復旧事業

１，１５５万円

市内の公立・私立すべての保育園
に安全性を高めるためのＡＥＤを
設置します。
【財　源】
　国庫支出金　４０３万円

母子家庭の増加や制度改正による
父子家庭への支給開始に対応する
ため扶助費を追加します。
【財　源】
　国庫支出金　４８１万円
　一般財源　　９６２万円

７月14日・15日の豪雨により
被害を受けた農業施設の災害復旧
事業を行います。
【財　源】
　国庫支出金　７９９万円
　地方債　　　３３０万円
　一般財源　　　２５万円

市債繰上償還事業
４億９，４９１万円
後年度負担の軽減を図るため、市
債（銀行等引受資金）の繰上げ償
還を行います。
【財　源】
　一般財源　４億９，４９１万円

※（　）内は、市民一人あたりに換算した金額です。
　　（平成22年３月３1日現在の人口５４，１４２人）

1,337億3,843万円
資産合計

1,337億3,843万円
負債・純資産合計

（247万円） （247万円）

借　方 貸　方（資金の使途） （資金の調達）

　

　

　

出資金や市民への直接貸付
金、福祉や学校建設基金と
いった特定目的のために積
み立てられた基金（貯金）
など。

土地の購入や道路、建物など
を建設するために充てられた
国や県の支出金、市税など。

翌年度に支払う長期借入金の
返済額。

負債の部

負債合計

963億7,105万円

373億6,738万円

正味資産の部

資産の部

正味資産合計

（7万円）

（69万円）

（178万円）

（225万円）

（16万円）
投資費

短期間（１年以内）に換金
できる預金や現金、税金の
未収金など。

（6万円）
流動資産
34億5,014万円

83億5,822万円

市役所庁舎、保育園、道路、
公園、市営住宅、図書館、
体育館などの土地、建物を
部門別に分類し、減価償却
して累計したもの。

有形固定資産　
1,219億3,007万円

市の長期借入金である市債の
残高や、職員の退職金相当額
など。
・市債残高316億 139万円

（62万円）
固定負債　
337億7,911万円

流動負債　
35億8,827万円

将来の世代に残
る財産や権利

将来の世代が
負担する地方
債など

今までの世代や
国、県の負担額


